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(1)　幼児教育の無償化にむけた制度の改正
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　①　改正の背景（概要）

　②　改正の内容（概要）
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　国においては、子育て世帯を応援するとともに、社会保障を全世代型へ抜本的に変え、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性や、幼児教育の負担
軽減を図る少子化対策の観点から幼児教育の無償化に取り組むこととされた。なお、その実施にあたっては、消費税率引上げ時の2019年10月1日からを目指すもの
とされているが、具体的な手続きや内容についてはいまだ国において検討がなされている段階である。
　また、全国市長会や中核市の団体等は事務負担の準備を短期間で行わなければならないことや内容が不確定な点が多いことなどから、2020年4月1日からの実施
を求めているとのことであり、こども課としても今後の国等の動向を注視していく必要がある。
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